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【１】本マニュアルの運用対象者
本マニュアルの主たる運用対象者は下記の者とします。
(ア) 事業主　　　　　　　　
(イ) 個人番号関係事務実施者

【２】本マニュアルの目的
事業主および個人番号関係事務実施者は、個人番号ならびに特定個人情報（以下「特
定個人情報等」という）の漏えい、滅失、毀損の防止など特定個人情報等の管理の
ために必要かつ適切な安全管理措置を講じなければなりません。
本マニュアルでは、物理的管理措置のうち特定個人情報等の漏えい防止措置、ならび
に漏えいの事実が発覚した場合の対応について定めています。
事業主、および個人番号関係事務実施者は、本マニュアルの内容を熟知したうえで
特定個人情報等の漏えい防止にあたらなければなりません。

【３】特定個人情報等の漏えい防止措置
(ア)書類などに記載された特定個人情報等の漏えい防止措置
①個人番号関係事務の実施前には下記手順を施します。
1.机上の作業スペースを十分に確保します。
2.作業スペースには取り扱う特定個人情報等以外の書類などを放置してはいけ
ません。
3.個人番号関係事務の未実施書類、ならびに個人番号関係事務の実施済み書類等
は箱などに分けて配置することとし、事務作業の過程における書類の導線を
明確にします。
4.特定個人情報等の運用管理表に「日付」「利用目的」「対象者名」「特定個人情
報等の利用者名」を記載し、事務取扱責任者による確認を受け、その履歴を
記録します。
②キャビネット・書庫などに保管された特定個人情報等を作業スペースに移動さ
せます。
③個人番号関係事務の未実施書類は所定の場所（箱など）に配置します。
④個人番号関係事務を実施後の特定個人情報等や書類などは所定の場所（箱など）
に配置し、不用意に放置しないようにします。
⑤特定個人情報等が記載された書類などは複製（コピー）してはいけません。
⑥利用した、もしくは書類に記載した特定個人情報等は速やかに特定個人情報等
を保管するキャビネット・書庫などに格納し、その履歴は運用管理表に記録します。
⑦特定個人情報等を取り扱う場合、細心の注意を払い紛失防止に努めます。
(イ)情報システムなどで管理された特定個人情報等の漏えい防止措置
①特定個人情報等は電子媒体（CDR・USBなど）に複製してはいけません。
②特定個人情報等を取り扱う機器（PCなど）には別途作成するフォルダなどに
特定個人情報等を複製してはいけません。
(ウ)本マニュアルに記載のない技術的安全管理措置（アクセス制御・不正アクセス・
メール送信等）については他マニュアルを遵守します。
(エ)事業主および個人番号関係事務実施者は特定個人情報等の取り扱いおよび管理
のルールを遵守し、漏えい防止に努めます。

【４】漏えいの事実が発覚した場合の対応
(ア)特定個人情報等の漏えいの事案が発覚した場合は下記のとおり適切かつ迅速に
対応します。
①事案を確認した者から事業主、個人番号関係事務実施者へ報告
②影響を受ける可能性のある本人への連絡
③特定個人情報保護委員会および主務大臣などへの報告
(イ)特定個人情報等の漏えいの事案が発覚した場合は下記のとおり再発防止措置を
講じます。
①事業主および個人番号関係事務実施者全員参加による漏えい防止ミーティング
を開催します。
1.時期：事案が発覚後○日以内
2.議事：
(1)周知----------特定個人情報等の漏えいの事案の事実確認
(2)問題提起---原因、ならびに課題の究明、明確化
(3)改善策------再発防止措置の構築、決定
3.マニュアル改定：漏えい防止ミーティング開催後○日以内に再発防止措置を本
マニュアルに追記　
②漏えい防止ミーティング終了○日以内にミーティング議事録を全社員へ公表し
ます。
③特定個人情報保護委員会および主務大臣などへ報告します。
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